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Ⅰ．緒　　言

　補綴歯科治療の目的は「食べる」という生命の根本
的な機能の回復を通して国民の健康増進，生活の質の
向上を図ることである．その波及効果としてフレイル
や認知症，介護の予防といった役割も注目されている．
要支援，要介護状態となると，機能訓練や食環境の調
整等も含めた包括的な支援も必要となり，補綴治療単
独で咀嚼機能回復は困難になるが，補綴装置の選択に

おいては機能回復のみならず介護者による口腔衛生管
理のしやすさへの配慮が求められる．つまり高齢者の
いずれのステージにおいても補綴医の担う役割は大き
い．
　日本学術会議第 24 期歯学委員会は「口腔から先制
医療を目指した口腔科学研究の展開」をテーマに掲
げ，要支援，要介護に対する先制医療としての補綴歯
科治療に注目し，日本補綴歯科学会第 129 回学術大
会において，日本補綴歯科学会とともにメインシンポ
ジウム「食力向上による健康寿命の延伸：補綴歯科の
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抄　録
補綴歯科治療の目的は「食べる」という生命の根本的な機能，つまり咀嚼機能の回復を通して国民の健康増進，
生活の質の向上を図ることである．近年，その波及効果としてフレイルや認知症，介護予防といった役割も注
目されている．事実，認知症のリスク因子としての歯の喪失や義歯使用の有無と認知症発症との関連性につい
てのエビデンスが蓄積されつつあるが，未だ一定の結論は得られていない．その一つの理由として，日常臨床
で標準的に利用される咀嚼機能評価指標がないことが挙げられる．本稿では，咀嚼機能と認知症との関連につ
いてのエビデンスを整理し，機能を「測る」指標の必要性について考察する．
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ABSTRACT
Prosthodontic treatments aim to improve patients’ health and quality of life through rehabilitation of “masticatory 
function”. Prosthodontic treatments have attracted much attention in recent times as a strategy to prevent or 
minimize the need for nursing care in patients with frailty and dementia. Several studies have reported a positive 
association between deterioration of masticatory function secondary to tooth loss or disuse of dentures and cognitive 
dysfunction or dementia onset; however, this association remains controversial. This could be attributed to the 
unavailability of a standardized method in dental practice for evaluation of masticatory function. In this article, we 
discuss strategies to establish standardized indicators to “measure” masticatory function.
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意義」を企画した．本稿はこのシンポジウムで議論さ
れた，補綴歯科治療の目的である口腔機能，特に咀嚼
機能の維持と認知症予防の関係に焦点をあてる．
　認知症のリスク因子についてエビデンスが数多く蓄
積されつつあるが，厚生労働省による調査研究事業等
で広く引用される Dementia prevention, interven-
tion, and care （Lancet, 2017）1）で挙げられた 9 項目
のリスク因子には口腔機能低下は含まれてない．“Oral 
function”と“Dementia”をKeywordとしてPubMed
検索を行うと少なからず関連論文が抽出されるにも関
わらず，両者の関係が認知されていない理由として，
われわれ歯科領域が標準的な咀嚼機能評価指標を持た
ないことが挙げられる．その結果，咀嚼機能を評価す
る指標が研究間で異なり，数多く存在する当該領域の
研究を，咀嚼機能を軸として包括的に解析することが
できない．われわれ歯科の専門領域の中で，何をもっ
て咀嚼機能とするのか，また，これをいかにして“測
る”のかについてのコンセンサスが得られていなけれ
ば，咀嚼機能を回復・維持することの重要性，波及効
果について領域外の研究者しいては国民の理解を得る
ことは難しい．
　本稿では，まず，歯の欠損ならびに補綴歯科治療と
認知症との関連についてのエビデンスを整理する．引
き続き，補綴歯科のメインアウトカムである咀嚼機能
を「測る」指標を策定する必要性とそのための方略に
ついて考察する．

Ⅱ．咀嚼機能と認知症の関連性

1．両者の関連を想定する基礎的根拠（図 1）
　両者の因果関係を想定する根拠としていくつかのメ
カニズムが提示されており，それぞれを支持する基礎
的なエビデンスがある．
　一つ目は，咀嚼機能低下による食品の制限と認知症
との因果関係である．認知症群と対象群の食事を比較
した Samieri らの研究では，認知症群では肉，アル
コール，パン等が中心の食事，対象群では生野菜中心
の食事を摂取していたと報告している2）．また，認知
機能について，赤肉 / 加工肉，飽和 / 変態脂肪等の摂
取頻度が高い西洋食は認知機能低下と関連し，健康的
な食事を摂取していた場合はそのような変化がなかっ
たとの報告がある3,4）．これらの研究結果は健康的な
食事の摂取に認知症予防効果があることを示唆してい
るが，摂取する食事の選択には個人の嗜好のみでなく，
咀嚼機能の良否も関わっていることは明らかであり，
咀嚼機能との関連性を間接的に裏付けていると解釈で

きる．
　もう一つは，咀嚼機能と脳活動との関連性である．
咀嚼運動は脳血流量を上昇させ5,6），前頭前野，海馬
等の脳のさまざまな部分を活性化させる7–9）．一方で，
部分欠損に対して補綴装置を装着せず咀嚼機能が低下
した患者では前頭前野の脳血流量が低下したとの報
告10）がある．つまり，咀嚼機能低下は脳の活動性低
下のリスク因子であり，その結果認知機能低下を喚起
する可能性がある11）．
　さらには社会生活への参加12），とくに指導的立場と
なることが認知症発症のリスクを減少させるとの報
告13）から，口腔健康状態の悪化，特に歯の欠損によ
る審美障害や咀嚼機能障害により，社会的な活動が減
少する原因となり，間接的に認知症のリスクを上げて
いる可能性もある．
　もちろん，これらの研究結果が，直接両者の関連性
を実証するものではないが，メカニズムを考察するう
えで重要な基礎的根拠と捉えることができる．

2．臨床研究　
　わが国で行われた臨床研究において，歯の欠損，義
歯の不使用などによる咀嚼機能の低下が，認知機能の
低下，認知症発症リスクを高める可能性が示唆されて
いる．本稿では 4 つの大型研究を紹介する．

　1）AGES プロジェクト14）

　Yamamoto らは，65 歳以上の 4,425 名を対象とし
た前向きコホート研究を行い，歯数，義歯使用の有無，
自己記入式質問票による咀嚼能力，かかりつけ歯科医
院の有無，口腔衛生の心がけを調査後，認知症を伴う
要介護認定（公的介護保険制度を担当する市町村から
入手）を 4 年間追跡調査した．その結果，20 歯以上
の者を基準とした認知症発症リスクは，歯がほとんど
なく義歯未使用者でハザード比 1.85 であった．歯が
ほとんどなく義歯使用者のハザード比が 1.09 であっ

図 1 咀嚼機能低下と認知症発症の因果関係を想定する基礎的
根拠
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たことから，義歯使用によって認知症発症が抑制され
ている可能性が示唆された15）．

　2）久山町研究16）

　Takeuchi らは，60 歳以上の 1,566 名を対象とし
た前向きコホート研究を行い，歯の喪失が認知症発症
に及ぼす影響を病型別に 5 年間追跡調査した．その
結果，残存歯数が 20 歯以上の者を基準とした全認知
症発症リスクは，10～19 歯の者は 1.62，1～9 歯の
者は 1.81，0 歯の者は 1.63 のハザード比を示し，残
存歯数の減少に伴い有意に増加した（P=0.04）．病型
別でみた場合，アルツハイマー型認知症も残存歯数の
減少に伴いハザード比が増加する傾向にあった．一
方，血管性認知症発症と残存歯数との間には有意な関
係は認められなかったものの，10～19歯の者のハザー
ド比は 3.19 と高い値を示した．以上より，歯の喪失
は認知症発症，とくにアルツハイマー型認知症の発症
のリスク因子である可能性が示唆された．

　3）SONIC 研究
　2010 年度より行われている健康長寿の要因を探索
する長期縦断研究（Septuagenarians, Octogenarians, 
and Nonagenarians Investigation with Centenar-
ians study: SONIC 研究）である．
　その中で，Ikebeら17）は，70 歳 994 名，80 歳 968 名
の合計 1,962 名を対象とした横断研究を行い，最大咬
合力と認知機能との関連について検討を行った．認知
機能の評価には日本語版Montreal Cognitive Assess-
ment （MoCA-J）を用いた．その結果，最大咬合力は
認知機能低下と直接的に，また摂取食品を介して間接
的に有意な関連を示した（P<0.05）（図 2）．

　さらに Hatta ら18）は，80 歳 515 名を対象とした前
向きコホート研究を行い，3 年間の追跡調査を行った．
その結果，臼歯部咬合支持のある者では 25%，ない
者では 37% が認知機能低下（MoCA-J の得点が 3 点
以上減少した場合を認知機能の低下と定義）を認め，
臼歯部咬合支持のある者を基準とすると，臼歯部咬合
支持のない者のオッズ比は 1.55 であった．すなわち，
認知機能低下の初期段階においては，臼歯部咬合支持
の有無が関連していることが示唆された．

　4）草津町研究 19）

　Maekawa らは，65 歳以上の 1,188 名を対象とし
た 6 年間の後ろ向き調査を行った．本研究の主要評価
項目は機能歯数と死亡率との関係だが，Mini-Mental 
State Examination（MMSE）を用いて認知機能につ
いても調査した結果，機能歯数（残存歯，可撤性床義
歯の人工歯，ブリッジのポンティック，インプラント
上部構造の合計歯数）が 0～19 歯の者では 26.9%，
20 歯以上の者では 15.5% が認知機能低下（MMSE
が 24 点以下の場合を認知機能低下と定義）を認め，
その差は有意であった（P=0.008）．

　こうした研究結果が蓄積されているにも関わらず，
咀嚼機能と認知症・認知機能に関するシステマティッ
クレビューでは一定の結論が得られてない．Cerutti-
Kopplin ら20）は，2001 年から 2014 年の間に報告され
た前向きコホート研究 8 編についてメタ分析を行い，
残存歯数が 20 歯未満の場合，認知機能障害は 1.26，認
知症発症は 1.22 のハザード比を示すと報告した．さ
らに Tada ら21）は，2005 年から 2015 年の間に報告
された横断研究 5 編と前向きコホート研究 5 編につい
てシステマティックレビューを行い，2 編において残
存歯数と認知機能・認知症との有意な関連性は示され
なかったが，8 編において残存歯数や義歯使用の有無
は認知機能障害や認知症発症のリスク因子であると報
告し，両者に関連性があると結論づけている．
　一方で，Wu ら22）は 1993 年から 2013 年の間に報
告された口腔健康と認知機能低下・認知症との関連に
ついての縦断研究 16 編を対象としたシステマティッ
クレビューを行っている．各研究で用いられた口腔健
康の指標は，欠損歯数，プラーク，歯周疾患，残存歯数，
歯肉出血，義歯使用の有無などさまざまであったが，
そのうち欠損歯数は 16 編中 14 編で最も多く用いら
れていた．また，Predictor を口腔健康，Outcome
を認知機能・認知症とした論文が 11 編で，残り 5 編
は逆に口腔健康を Outcome としていた．前者のうち

年齢 性別 教育

うつ 咬合力 摂食食品

CRP 認知機能

0.
19

-0.06

-0.10

0.06

図 2 認知機能に関するパス解析（文献 17 より改変して引用）
　矢印は有意なパス，数字と矢印の太さは有意な標準偏回帰係数を
示す（P<0.05，赤は正の係数，青は負の係数を示す）．最大咬合力
は直接的に，また，摂取食物を介して認知機能と関連があることが
示唆されている．
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10 編は残存歯数を Predictor としており，そのうち
2 編が残存歯数の認知機能の低下とは有意な関連性が
ないと示したが，他の 8 編の研究では性別や教育レベ
ル等をコントロールした場合に有意な関連性があると
報告した．しかし Outcome を口腔健康，Predictor
を認知機能・認知症とした 5 編ではいずれも有意な
関連性は示さなかったことから，口腔健康と認知機能
低下あるいは認知症発症との関連性は明らかではない
と結論付けた．Tonsekar ら23）は歯の欠損と歯周疾患
と認知機能低下あるいは認知症発症との関連につい
て 2016 年までに報告された縦断研究 8 編と動物研究
8 編を対象としたシステマティックレビューを行った
が，研究によって歯数のカテゴライズや，歯周疾患の
評価基準が異なるため，これらの研究から認知機能・
認知症との関連性を明らかにすることはできないとの
結論を示した．
　さらに，わが国の厚生労働省による調査研究事業等
も含めて国際的に広く引用される Lancet 論文におい
て幼少時期の教育・中年期の高血圧・肥満・聴力低下・
老年期の糖尿病・喫煙・うつ病・運動不足・社会的孤
独らが，認知症発症のリスク因子とされているが，咀
嚼機能の低下はリスク因子として取り上げられてな
い1）．

Ⅲ．従前研究の問題点

　咀嚼機能低下と認知機能低下・認知症との間に因果
関係を直接的あるいは間接的に示唆する研究成果が少
なからず報告されているにも関わらず，両者の関係に
ついてのコンセンサスが得られてない原因として以下

が挙げられる．

1．前向きコホート研究の不足　
　これまで行われている研究の多くはケース・コント
ロール研究であり，このデザインでは咀嚼機能と認知
機能との関連を実証することはできても，因果関係
を実証することはできない．「認知機能の低下によっ
てセルフケアが困難となり歯を失った結果，咀嚼機
能が低下した」といった結果―原因の関係，つまり
Predictor と Outcome の関係が逆であることや，咀
嚼機能，認知機能の両者に影響をおよぼす交絡因子
があり両者が結果（Outcome）である可能性もある．
また，選択バイアスの問題もある．
　両者の因果関係を実証するためには，ある危険因子
にさらされた者が将来的にどのような病態になるのか
を追跡調査する前向きコホート研究が必要であり，こ
の方法だと選択バイアスがかからずリスク比も算出で
きる．しかし，前向きコホート研究は多大なサンプル
数・費用・時間が必要である．咀嚼機能と認知機能を
対象とした臨床研究においては，医療データベース等
を用いた大型研究が散見されるものの19,24–35），大型前
向きコホート研究の数は限られている 14,16–18,36, 37）（図
3）．

2．Predictor/Outcome設定の問題
　咀嚼機能を評価する代表値，Predictor と，認知機
能・認知症を評価する Outcome が研究間でまちまち
であることも，研究結果の集約の妨げとなり決定的な
結論が得られない一因である．咀嚼機能を反映する
Predictor としては残存歯数，咬合支持域数，咬合力

SONIC研究: Ikebe(1962)
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図 3 2010 年以降に発表された「咀嚼 / 認知」研究における研究デザインと被検者数の分布図
括弧内は被検者数を示し，Predictor（咀嚼）と Outcome（認知）を右に記号で併記
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などの機能検査値，補綴装置の装着状態，主観的評価
などが用いられてきた．また，認知機能 Outcome に
ついては，認知機能評価を採用しているものと，認知
症発症あるいは MCI の診断としている研究に大きく
分けられ，それぞれの研究でいずれかの Predictor/
Outcome を組み合わせて用いられている（図 3）．
　その結果，研究間のデータ集約が不可能となり，シ
ステマティックレビュー・メタ分析等を用いた高いレ
ベルのエビデンスを打ち出すことが困難となってい
る．
　特に咀嚼機能の評価は主観的指標も含めてさまざ
まな方法で行われている（図 4）14,16–19,24,26–28,31,32,38–40）．
もちろん，研究ごとに最適な指標が選択されていると
も言えるが，標準的な方法が共有できてないとも捉え
ることができる．
　われわれ，歯科の専門領域の中で，何をもって咀嚼
機能とするのか，また，これをいかにして“測る”の
かについてコンセンサスが得られていなければ，認知
機能をはじめとした全身健康を維持するうえで，咀嚼
機能を回復・維持することの重要性を領域外の研究者，
国民から理解されることは難しい．咀嚼機能が重要で
あると主張するためには，何をもって咀嚼機能とする
のか，歯科医療従事者のみならず他分野の研究者，国
民が理解できる形でコンセンサスを形成する必要があ
る．

Ⅳ．咀嚼機能を測る標準的方法の確立

1．咀嚼機能評価の現状
　2018 年にオーラルフレイルの予防・早期発見を目
的とした口腔機能検査が保険収載された．この中に最
大咬合力と咀嚼効率検査が含まれ，咀嚼機能評価法の
普及が期待されたが，現状ではこれらの検査が広く運

用されるには至ってない．たとえばグミゼリーによる
有床義歯咀嚼機能検査の実施実績は適応症例の 1% 以
下に留まっている41）．
　その原因として，咀嚼機能が年齢，性別，補綴装置
の種類などの変動要因の影響を強く受けるため，咀
嚼機能検査値を一律に適用できないことが挙げられ
る．臨床運用するうえでは変動要因の影響を加味し
て，基準範囲（健常者から測定された検査値の分布中
央 95% の区間），臨床判断値（診断閾値・治療閾値）
が提示される必要がある42）．例えば無歯顎の総義歯装
着患者と有歯顎者とでは異なる基準範囲が設定される
べきである．同様に，咀嚼障害と診断するための診断
閾値もそれぞれで設定される必要がある．つまり，検
査値の変動要因を明らかにし，変動要因により患者を
層別化し（変動要因の影響をコントロールしたうえで）
それぞれの階層における基準範囲，臨床判断値を提示
して初めて臨床有用性が生まれるが，そのような試み
が行われてない．その結果，検査により患者の状態を
治療前後で比較するというように，当該患者の咀嚼機
能を経時的にドキュメンテーションすることは可能で
あるが，検査値が咀嚼障害の診断，治療介入の判断に
おいて有効活用できない．

2．咀嚼機能障害の診断法確立に向けて
　こうした現状を打破するために必要な対応につい
て，口腔機能検査の 1 検査項目であり，日本補綴歯
科学会でも症型分類においても運用実績のある43）グ
ミゼリーを用いた咀嚼機能検査を例にとって考察す
る．
　まずは，これまで蓄積されたデータを二次的に用い
て本検査値の有意な変動要因を統計的に抽出する．も
ちろんデータ数が不十分であれば追加でのデータ収集
も必要である．
　次に，抽出された変動要因によって患者を層別化し，
各階層における検査値の基準範囲・臨床判断値を設定
する．仮に変動要因として年齢・性別・補綴装置の種
類（可撤性・固定性）が抽出されたとすると，臨床的
診断結果を参照してそれぞれの階層における，正常群
と咀嚼機能障害群のデータとを分ける．正常群から測
定された検査値の分布中央 95% の区間を基準範囲と
する．また，両群の検査値を対象として ROC 解析に
より臨床判断値（カットオフ値）を設定する（図 5）．
以上の手続きを経て，基準範囲と臨床判断値が設定し
臨床運用を行い，データの蓄積が進んだところで前述
の手続きを繰り返し，基準範囲並びに臨床判断値の精
度向上を図る．

図 4 咀嚼機能検査法の相関図
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　本稿では取り上げないが，これまでさまざまな客観
的な咀嚼能力評価方法が開発されており，咬断，粉
砕，混和など異なる面からの評価が可能であり，それ
ぞれに臨床的意義がある．単一検査のみでなく複数の
検査，必要であれば主観的評価も組み合わせ，包括的
に咀嚼能力を評価するシステムを構築する必要がある
かもしれない．

Ⅴ．咀嚼機能検査値の運用とその波及効果

　咀嚼機能検査値が普及し，診断と治療方針の決定に
極めて重要な拠り所となり，治療効果の判定に有効に
働き一連の治療の中で必要欠くべからざるものになれ
ば，歯科補綴診療体系を経験的なものから根拠に基づ
いた体系的な診療システムへと改革することが期待で
きる．また，広く運用されることにより検査データが
蓄積され，基準範囲，臨床判断値の精度が上がり，臨
床有用性が向上するという好循環が期待できる（図
6）．
　こうした過程を経て，咀嚼機能検査値が咀嚼機能を
定量化する標準的な検査値として定着し，歯科以外の
領域の医療従事者にも理解されるようになれば，血液
検査や医科領域で行われる生理学的検査等で示される
データと同様に，多職種間での共有可能な医療情報と
して重要な役割を担うことができる．

Ⅵ．終わりに

　歯科治療は機能回復を目指しながらも，いずれの機
能がどれだけ障害されているか，それがどの程度標準
から逸脱しているのかを診断し，治療後どれだけその
機能が回復されたか評価する手法を持っていないのが

現状である．こうした状況を打破するうえで咀嚼機能
検査の普及は必須である．
　合理的な咀嚼機能評価法を確立することは，歯科医
療の診療体系の合理化はもちろんのこと，補綴歯科治
療の波及効果を広く発信するうえで，今後取り組むべ
き重要課題である．
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